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会計検査院の実地検査に係る公開請求の対応について

本府では、府民からの公開請求に対し、大阪府情報公開条例を厳格に運用しており、個人情報や具体的な業務の執行に著しい支障が発生する蓋然性が高い情報などを除きすべて公開しています。
本事案の公開・非公開を判断するにあたり、先日、貴院から頂戴した「公開された場合の具体的な「おそれ」（支障）」の内容を真摯に検討いたしましたので、その結果について、下記のとおり、お知らせいたします。
今後とも、貴院におかれましては、本府のめざす施策の透明性の向上にご理解を賜るとともに、府政運営の円滑な推進に格別のご支援・ご協力をいただきますよう、よろしくお願い申し上げます。
（事務支障の蓋然性についての本府の考え）
　・請求対象の文書は検査官会議の最終議決以前のものでありますが、貴院からの照会内容に対し本府が正式に「ご指摘のとおり」と回答したものであり、未成熟・精度不十分な情報には当たらないと考えます。

・当該会計検査結果は本府に関する情報であり、公開することによって、貴院と他の受検庁の信頼関係を崩すことにはならないと考えます。

　・当該文書に記録されている検査の着眼点や手法等は、受検庁には周知の事実であり、貴院HP（検査結果の国会報告）でも広く公表されていることから、公開することによって、不適切な受検対応を招くことにはならないと考えます。

・名古屋高裁での判例は、「信頼関係」を損なうことを理由に非公開とした決定を認めた事例ですが、同趣旨の規定は現在の大阪府情報公開条例にはないため（平成12年改正）、非公開理由には当たらないと考えます。
